
令和5年度　人事行政の運営等の状況の公表

１．職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用・退職の状況（令和5年4月2日から令和6年4月1日まで）

※特別職（管理者）1人は含みません。　※再任用職員・任期付職員を含みます。

（２）会計年度任用職員の任用状況（令和6年4月1日時点）

※法第22条の２第１項第２号に掲げる職員

（３）事由別退職者数（令和5年4月2日から令和6年4月1日まで）

※普通退職には、勧奨退職を含みます。

（４）年齢別職員構成の状況（令和6年4月1日現在）

※特別職（管理者）1人は含みません。　※再任用職員・任期付職員を含みます。

37人

合計 115人 100人 91人 70人 62人 1,172人

技能労務職 5人 4人 11人 6人 7人

228人

事務職 10人 7人 5人 4人 4人 72人

医療技術職 26人 17人 11人 13人 5人

171人

看護職 64人 66人 56人 41人 22人 664人

医師 10人 6人 8人 6人 24人

136人

職種 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳～ 計

合計 106人 152人 133人 110人 97人

14人

技能労務職 2人 1人 1人

事務職 5人 3人 11人 9人

70人

医療技術職 11人 27人 36人 23人 24人 35人

看護職 95人 94人 56人 53人 47人

40～43歳

医師 26人 36人 22人 17人 16人

職種 ～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳

定年退職 普通退職 免職 失職 合計

3人 122人 0人 0人 125人

135人 1,172人

人数 37人

事務職 71人 1人 2人 72人

技能労務職 36人 1人 2人 37人

職種 R5.4.1現在 期間内の退職者 期間内の採用者 R6.4.1現在

医師 152人 52人 71人 171人

看護職 678人 65人 51人 664人

医療技術職 225人 6人 9人 228人

合計 1,162人 125人
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２．職員の人事評価の状況

３．職員の給与の状況

◎総括

（１）人件費の状況（決算）税抜

（２）職員給与の状況（決算）税抜

※職員手当には退職手当を含みません。

※特別職（管理者）1人は含みません。

◎職員の平均給料の月額、初任給などの状況

（１）職員の平均年齢及び平均給料の月額の状況（令和6年4月1日現在）

（２）職員の初任給の状況（令和6年4月1日現在）

技能職 18歳 170,200円

医療技術職

大学６卒 249,000円

大学卒 228,200円

短大３卒 211,200円

短大２卒 201,700円

医師 大学６卒 310,000円

看護職

大学卒 234,800円

短大３卒 230,800円

短大２卒 225,800円

※「平均給料の月額」とは、令和6年4月1日現在における職種ごとの職員（一般職の職員で派遣職員を除く。）の基本給の
平均です。（各種手当は含みません。）

区分 月額

事務職 大学卒 208,000円

事務職 308,942円 42.8歳

技能労務職 324,262円 52.8歳

看護職 301,086円 38.8歳

医療技術職 309,201円 39.0歳

6,881

職種 平均給料の月額 平均年齢

医師 427,928円 41.3歳

令和5年度 1,142人 4,263,488 1,886,246 1,708,217 7,857,951

区分 職員数A
給与費（千円） １人当たり

の給与費B/A
（千円）給料 職員手当 期末勤勉手当 計B

　適正な勤務状況を把握するとともに、人材育成とモチベーション及び業績の向上を図ることを目的
として、職務遂行の過程において発揮された職員の能力について意見・対話する能力評価（人事マネ
ジメント）と、職員があらかじめ設定した業務目標の達成度等により業務上の業績について意見・対
話する業績評価（業務マネジメント）の両面から実施しております。

区分 支出額A 人件費B 人件費比率（B/A)

令和5年度 22,647,536千円 11,846,123千円 52.3%

2



（３）職員の級別分布の状況（令和6年4月1日現在）

※特別職（管理者）1人、特定任期付職員（病院長）１人、兵庫県派遣臨床研修医７人は含みません。

※構成比（％）は区分ごとに四捨五入しているため、合計が100%にならない場合があります。

（４）ラスパイレス指数（事務職）の状況

◎職員手当の状況（令和5年度の状況）

（１）期末手当、勤勉手当

（２）退職手当（令和6年4月1日現在）

※１人当り平均支給額は、令和5年度に退職した職員に支給した平均額です。

1人当り平均支給額 3,288,111円 ―

その他加算措置 定年前早期退職の特例措置 定年前早期退職の特例措置

2～20％加算 2～45％加算

勤続35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分

勤続20年 19.6695月分 26.3655月分 19.6695月分 26.3655月分

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分

区分
公立豊岡病院組合 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

支給割合 1.225月分 1.025月分 1.225月分 1.025月分

加算措置の状況 職制上の段階、職務の等級による加算 職制上の段階、職務の等級による加算

区分
公立豊岡病院組合 国

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

100.0%

令和5年4月1日

99.5

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を表す指数です。

技能労務職
37人

構成比 13.5% 0.0% 81.1% 5.4%

職員数 5人 0人 30人 2人

72人

構成比 6.9% 9.7% 34.7% 23.6% 15.3% 6.9% 2.8% 100.0%
事務職

職員数 5人 7人 25人 17人 11人 5人 2人

228人

構成比 1.3% 15.8% 16.2% 35.5% 28.9% 2.2% 100.0%
医療技術職

職員数 3人 36人 37人 81人 66人 5人

664人

構成比 29.7% 58.9% 9.8% 1.4% 0.3% 100.0%
看護職

職員数 197人 391人 65人 9人 2人

5級 6級 7級 計

医師
職員数 34人 51人 33人 45人 163人

構成比 20.9% 31.3% 20.2% 27.6% 100.0%

職種 1級 2級 3級 4級
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（３）特殊勤務手当

○特殊勤務手当の内容

（４）時間外手当

支給実績 658,339,176千円

職員１人当りの平均支給額(年額) 576,563円

早朝勤務手当 勤務1回につき日額250円を超えない範囲内

区分 令和5年度

航空手当 1時間以内の業務に従事した勤務1回につき1,900円

特別診療手当 勤務1時間につき5,000円を超えない範囲内

勤務時間外救急医療業務呼出し手
当

一つの呼出し期間中において、呼出し回数にかかわらず1,620
円を超えない範囲内

人工透析業務従事手当 勤務1回につき11,500円を超えない範囲内

救急病院当直業務手当 救急病院の当直1回につき15,000円を超えない範囲内

他病院等診療等応援業務従事手当 勤務1回につき15,000円を超えない範囲内

深夜看護従事手当 勤務1回につき6,800円を超えない範囲内

勤務時間外待機手当 勤務1回につき4,500円を超えない範囲内

手当の名称 支給単位等

解剖作業従事手当 勤務1日につき1,400円を超えない範囲内　

危険業務従事手当 勤務1回につき日額1,500円を超えない範囲内

支給職員一人当りの平均支給月額（令和5年4月実績） 47,902円

職員全体に占める支給職員の割合（令和5年4月実績） 72.1%

手当の種類（手当数） 13

区分 実績

支給実績（令和5年度決算） 457,776千円
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（５）その他主な手当

◎常勤特別職の報酬等の状況

（１）期末手当、勤勉手当（令和6年4月1日現在）

（２）退職手当の状況（令和6年4月1日現在）

副管理者 給料月額×324/100×在職期間(年) 任期毎

区分 算定方式 支給時期

管理者 給料月額×528/100×在職期間(年) 任期毎

期末手当
4.50月分 3.40月分

(6月期2.25月分、12月期2.25月分) (6月期1.7月分、12月期1.7月分)

医師である者が医療業務に従事する場合

給料月額 765,000円 663,000円 965,000円 895,000円

管理職手当 管理又は監督の地位にある職員のう
ち、規則で指定する職員
給料の月額の8％～25％

管理又は監督の地位にある職員のう
ち、規則で指定する職員
特別調整額表に定める額(俸給月額の
25％を超えない範囲)

区分 管理者 副管理者
管理者 副管理者

通勤手当 交通機関利用の場合＝国と同じ 交通機関利用の場合＝運賃相当額が
55,000円以下は運賃相当額

自動車等利用の場合＝通勤距離に応
じて4,200円から55,000円を支給

自動車等利用の場合＝通勤距離に応
じて2,000円から31,600円を支給

住居手当 国と同じ 借家＝家賃に応じ28,000円を限度に
支給（家賃が16,000円を超える場
合）
自宅＝なし

規則で定める区分に応じて支給 規則で定める区分に応じて支給

月額110,000～340,000円の範囲内 月額50,800円～414,800円の範囲内

医師給与調整手当 医師及び歯科医師のみ支給 医師等の採用による欠員補充が困難
である職種に採用となった職員へ支
給

15歳に達する日後の最初の4月1日か
ら22歳に達する日後の最初の3月31日
までにある子は5,000円加算
※医療職給料表Ⅰ 4級職員にあって
　は支給しない

扶養手当 国と同じ 子　　　　　 　　　10,000円

配偶者・父母等　　　6,500円※

地域手当 医師及び歯科医師のみ16％ 医師及び歯科医師については16％

その他の職員は支給対象外 その他の職員は人事院規則の定める
ところによる

手当名 内容及び支給単位 国
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４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（令和6年4月1日現在）

※（１）から（４）までは、非交替制勤務の場合

○主な特別休暇の内容

育児参加休暇 出産予定日の８週間前の日から出産日以後１年を経過する日までに５日

出生サポート休暇 １年度において５日以内（頻繁な通院を要する場合は５日加算）

忌引休暇 続柄によって連続する７日以内

子の看護休暇 １年度において５日以内（子が２人以上の場合にあっては、10日）

短期介護休暇 １年度において５日以内（要介護者が２人以上の場合にあっては、10日）

妊婦の通勤緩和休暇 通勤緩和が必要と認められる日又は期間で、１日につき60分の範囲内

夏季休暇 ６月から９月までの間に５日

リフレッシュ休暇 勤続年数が20年、30年に達した場合、規則に定める期間内に３日

ボランティア休暇 １年度において５日以内

配偶者の出産休暇 規則で定める期間内に２日

育児時間 生後満１年に達しない生児を育てる場合の育児時間１日に２回各30分

生理休暇 生理のため勤務が著しく困難である場合　１回について２日以内で必要と
する期間

③妊娠10ヶ月から分娩まで　　１週間に１回

④産後１年まで　　その間に１回

※１回に与えることができる時間は、それぞれ１日の正規の勤務時間の範
囲内で半日又は１日

妊産婦通院休暇 妊娠中又は出産後１年以内に母子保健法に規定する保健指導又は健康診査
を受ける場合

①妊娠７ヶ月(１ヶ月は28日)まで　　４週間に１回

②妊娠８ヶ月から９ヶ月まで 　　２週間に１回

区分（通称） 内　　　　　　　　　　容

結婚休暇 連続する５日以内で必要と認める期間

産前、産後休暇 出産予定日８週間(多胎妊娠14週間)前の日から産後８週間

育児休業 （無給）

育児部分休業 （取得時間分減額）

特別休暇 （有給）※下記の表を参照

介護休暇 （取得時間分減額）

その他の負傷又は病気の場合

120日の範囲内において、その療養に必要と認める期間

病気休暇 公務上の負傷又は病気の場合

その療養に必要と認める期間

③国の行事の行われる日で別に定める日

（５）休暇等 年次休暇 1年度につき20日

採用された年は、その採用の月により２日から20日

（２）休憩時間 午後0時00分～午後1時00分

（３）週休日 土曜日・日曜日

（４）休日 ①国民の休日　②年末年始(12月29日～1月3日)

（１）勤務時間 月曜日から金曜日まで　週38.75時間

午前8時30分から午後5時15分(7.75時間)
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５．職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分者数（令和5年度）

（２）懲戒処分者数（令和5年度）

６．職員の服務の状況

（１）休暇等の取得状況

※病気休暇は延べ人数を記載

※育児休業は令和5年度中の新規申請分

（２）男女別の育児休業取得率

７．職員の研修の状況

（１）主な内部研修

※この他にも、各組合立病院や各職場にて研修会を実施しています。

リーダーシップ研修 全職種係長・課長補佐級昇任職員

昇任者リーダー研修 全職種主任昇任職員

面談力研修 全職種所属長級職員

女性職員 100%

研修名 対象職員

新入職員研修 新入職員

看護管理職者研修 看護師長

育児部分休業 48人

区分 令和5年度

　男性職員 45.8%

病気休暇 232人

介護休暇 2人

育児休業 41人

戒告 0件

※懲戒処分とは、職員に職務上の義務違反や全体の奉仕者としてふさわしくない非行があった場合に、その道義的責任を問
うことにより、公務における法律と秩序を維持することを目的として、職員に制裁として処分を行うことです。

休暇等 令和5年度

免職 0件

停職 1件

減給 1件

降任 0件

降給 0件

※分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保という目的から、一定の事由がある場合に、職員の意に反し
て免職や休職などの処分を行うことです。

区分 件数

区分 件数

免職 0件

休職 8件
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８．職員の福祉及び利益の保護の状況（令和5年度）

（１）職員の健康診断の状況

（２）公務災害の発生状況

（３）勤務条件に関する措置要求の状況（令和5年度）

（４）不利益処分に関する不服申し立ての状況（令和5年度）

９．職員の競争試験及び選考の状況（令和5年4月～令和6年3月実施分）

計 116人 109人 64人 58.7%

病院マネジメント職員 8人 6人 1人 16.7%

公認心理師 6人 5人 0人 0.0%

歯科衛生士 3人 3人 1人 33.3%

調理師 4人 4人 1人

臨床検査技師 4人 4人 3人 75.0%

臨床工学技士 4人 4人 2人 50.0%

薬剤師 6人 5人 1人 20.0%

診療放射線技師 15人 14人 2人 14.3%

合格率（b/a）

看護師・助産師 66人 64人 53人 82.8%

次年度への繰越件数 0件

職種 申込者数 受験者数（a） 合格者数（b）

前年度からの繰越件数 0件

当年度の新規要求件数 0件

当年度中の終了件数 0件

当年度中の終了件数 0件

次年度への繰越件数 0件

区分 件数

区分 件数

前年度からの繰越件数 0件

当年度の新規要求件数 0件

区分 件数

公務上の災害 0件

通勤による災害 1件

定期健康診断
7月12日から 公益財団法人

診察・身体計測（身長・体重・BMI・視
力）・腹囲・血圧・血液検査・尿検
査・胸部Ｘ線・心電図・聴力・眼底・
胃部ＸＰ・大腸がん検診・前立腺がん
検診

8月24日まで 兵庫県健康財団

区分 期間 受診機関 健診内容

25.0%
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